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 日本においても 2011 年第 1 週のインフルエンザの定点当たりの報告数は 5.06 となり全

国的にインフルエンザ報告数が増加傾向にある1。現在までの今シーズンの分離ウイルスと

しては A 型が大半を占めている。A 型の中では 12 月までは H3N2 が多くを占めていたが、

12 月以降 H1N1pdm（2009 年にパンデミックを起こしたウイルス）が主体となってきてい

る2。H1N1pdm はヨーロッパにおいては今シーズンの流行の大半を占め、英国を中心にし

て H1N1pdm による重症者および死亡者も多く報告されている。1 月 13 日の時点で英国で

は 112 人のインフルエンザによる死亡が報告されており、うち 95 名は H1N1pdm による

ものであることが確認されている3。一方、米国等では H3N2 を主体をとする流行となって

おり本格的なインフルエンザシーズンを迎えた北半球では地域によって異なる流行状況と

なっている。 

 日本では H1N1pdm は、2009 年 10 月以降全国的に大規模な流行を起こし、シーズン全

体で 2066 万人が医療機関を受診したと推計されている4。しかし日本では罹患者数は多か

ったものの、その多くが学校に通う年齢層での罹患者であり、乳幼児（0-4 歳）や成人での

罹患者はそれほど多くないという疫学的な特徴があった。日本においても諸外国において

も成人、特に 40 歳代から 50 歳代の成人の重症化率・致死率は高く、2009 年から 2010 年

初めにかけての流行で日本での死亡者数が少なかった原因の一つとして、より重症化しや

すい成人や乳幼児での罹患そのものが少なかったことが考えられることを我々は指摘して

きた5。逆に言うと、2009 年から 2010 年にかけての流行では、成人や乳幼児の多くが感染

を受けないままに流行が終息していることになる。そうなると、これらの年齢層では免疫

を持たないままに今シーズンを迎えている可能性が高い。 

実際に、感染症研究所では毎年、インフルエンザシーズン前に抗体保有状況の調査を行

っているが、2010 年 12 月 16 日に発表されたデータでは H1N1pdm に対し 40 倍以上の

HI 抗体を保有している割合は、0-4 歳および 50 歳以上の年齢群では 13～24％に過ぎない

ということがわかっている6。すなわち乳幼児や成人の多くは感受性者として残っていると

いうことを意味する。また 2009 年から 2010 年にかけての流行の主体を形成した 5 歳から

24 歳の年齢層でも抗体陽性率は 54～65％であり、これらの年齢層でも 35～45％程度は抗

体を保有していないことになる。このレベルの抗体保有率は例年のインフルエンザ流行期

前の抗体保有率と比べても必ずしも高いとは言えず、小学校や中学校などでの流行もまだ

起きる可能性があるということになる。ただしほとんど小児が全く抗体を持っていなかっ

た 2009 年の流行前に比較すると、多くの小児が免疫を持っていることになり、2009 年か

ら 2010 年にかけての流行に比べると学校での流行規模は小さくなることが予想される。 



ただし、全体としての流行規模は 2009 年から 2010 年にかけての流行よりも小さかった

としても、より重症化しやすい成人や乳幼児が多く感染するようになると重症者や死亡者

が多く見られるという可能性は考えられる。このような状況を考えると、今からでもでき

るだけワクチンの接種を進めることが必要である。特に基礎疾患を持つ成人や乳幼児に対

しては積極的なワクチン接種が必要である。過去のパンデミックにおいても多くの場合 2

シーズン続けて相当な被害が認められており、1968 年に始まった香港インフルエンザのパ

ンデミックでは、日本などでは 2 シーズン目の方が大きな被害が起きているという歴史的

な事実もある。日本では 2009 年から 2010 年にかけての H1N1pdm の流行は諸外国と比べ

て致死率も低く推移していたが、これにはさまざまな積極的な対応が複合的に作用してこ

のような結果になったのだと考えられる。現在は、H1N1pdm の本格的な再流行が始まり

つつあるにも関わらず、インフルエンザに対する警戒感が 2009 年に比べるとはるかに薄れ

ている。2 シーズン目を迎える今回のパンデミックも決してまだ警戒を怠るべきではない。 
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